
巻頭言 執筆者 掲載号 頁

基調に耳を澄ます 森田　修 415 1

電気 松下淳一 416 1

犯罪被害者と刑事司法 川出敏裕 417 1

幸福な追想の予感 交告尚史 418 1

時局と法学者 石川健治 419 1

ファウルボール失明事件 佐伯仁志 420 1

専門家が役割を発揮する社会 神作裕之 421 1

法と料理 森田　修 422 1

チップ――謝意の表示のしかた 松下淳一 423 1

法におけるグローバルスタンダード 川出敏裕 424 1

ハンガリー語学習余話 交告尚史 425 1

「公理」のゆくえ 石川健治 426 1

Way of Lawyers　(1)～

「運」と「縁」を掴む能力と気概 末吉　亙 424 2

依頼者の気持ちに寄り添う情熱 宮里邦雄 425 2

弁護士の独立性とクリエイティブさ 長澤哲也 426 2

法哲学と法哲学の対話――ときには法をめぐって　(1)～(12・完）

権利と人権のあいだ――人権の基礎　【提題】 大屋雄裕 415 48

権利と人権のあいだ――人権の基礎　【応答】 安藤　馨 416 41

団体が，そして団体のみが　【提題】 安藤　馨 417 54

団体が，そして団体のみが　【応答】 大屋雄裕 418 56

平等の平等か，不平等の平等か　【提題】 大屋雄裕 419 74

平等の平等か，不平等の平等か　【応答】 安藤　馨 420 66

法と危険と責任と　　【提題】 安藤　馨 421 56

法と危険と責任と　　【応答】 大屋雄裕 422 62

正義・同一性・差異　【提題】 大屋雄裕 423 56

正義・同一性・差異　【応答】 安藤　馨 424 60

最高ですか？ 　【提題】 安藤　馨 425 69

最高ですか？ 　【応答】 大屋雄裕 426 62

特集

〔4月号（415号）〕

特集・法律学の重要用語

Ⅰ　「判例」 土屋文昭 415 4

Ⅱ　「違法」 山本隆司 415 7

Ⅲ　「法規」 村西良太 415 12

Ⅳ　「福祉」 林　知更 415 17

Ⅴ　「公権力」――行政法学の鍵概念 人見　剛 415 22

Ⅵ　「意思」――対抗原理の多様性 森田　修 415 26

Ⅶ　「業務執行」 大杉謙一 415 30

Ⅷ　「手続保障」 山本和彦 415 35

Ⅸ　「実行行為」 小林憲太郎 415 39

Ⅹ　「適正手続」――あるいは，「適正手続と実体的真実主義の調和」 亀井源太郎 415 43

法学教室　2015年度　内容一覧
2015年4月号（№415）～2016年3月号（№426）
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〔5月号（416号）〕

特集・戦後70年を考える

Ⅰ　1945年8月15日と日本国憲法 佐藤幸治 416 4

Ⅱ　第1期改憲論議を振り返る 西村裕一 416 13

Ⅲ　女性参政権と日本政治の戦後70年 齊藤笑美子 416 21

Ⅳ　憲法の沈黙と労働組合像 大内伸哉 416 27

Ⅴ　政教分離 斎藤一久 416 35

〔6月号（417号）〕

特集・物権法の新しい波

Ⅰ　人体と所有権 櫛橋明香 417 4

Ⅱ　集合物と責任財産 原　恵美 417 10

Ⅲ　物権法定主義と当事者意思 平野裕之 417 16

Ⅳ　金銭所有権と価値の追及 田髙寛貴 417 22

Ⅴ　物権的請求権と無体的利益 水津太郎 417 30

〔7月号（418号）〕

特集・新時代の刑法

Ⅰ　正当防衛論 井上宜裕 418 4

Ⅱ　安楽死・尊厳死 神馬幸一 418 9

Ⅲ　共犯論 嶋矢貴之 418 16

Ⅳ　性犯罪　 佐藤陽子 418 22

Ⅴ　詐欺罪 星　周一郎 418 28

Ⅵ　量刑論 原田國男 418 34

〔8月号（419号）〕

特集・ 「法律家」への道案内

第1部
 〔座談会〕将来を考える夏

巽　智彦〔司会〕／大西達也／
杵渕花絵／畠山佑介

419 4

第2部　私に影響を与えた作品

Ⅰ　事件と出会い，作品と出会う 岩佐嘉彦 419 26

Ⅱ　背中を押してもらった“あのとき” 小林明彦 419 28

Ⅲ　“自分自身”をひろい読みする 駒村圭吾 419 30

Ⅳ　二十歳前の3冊 佐伯仁志 419 32

Ⅴ　好奇心の赴くままに 杉浦正樹 419 34

Ⅵ　70年代の書物 長谷部由起子 419 36

〔9月号（420号）〕

特集・行政不服審査法・行政手続法の改正

Ⅰ　行政不服審査法・行政手続法改正の背景と概要 宇賀克也 420 4

Ⅱ　審査請求への一元化と課題 下山憲治 420 11

Ⅲ　審理員制度 大江裕幸 420 18

Ⅳ　行政不服審査会等の創設 北見宏介 420 25

Ⅴ　行政手続法の新制度 折橋洋介 420 31

〔10月号（421号）〕

特集・コーポレート・ガバナンス元年の株主総会

Ⅰ　会社法における基準日制度と株主総会 福島洋尚 421 4

Ⅱ　株主提案権 荒　達也 421 11

Ⅲ　取締役の説明義務 川村　力 421 18

Ⅳ　経営者の報酬 尾崎悠一 421 25

Ⅴ　2つのコードの株主総会への影響 澤口　実 421 32
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〔11月号（422号）〕

特集・近時の最高裁判決に見る民事訴訟法の論点

Ⅰ　明示の一部請求と残部の消滅時効の中断
　　（最判平成25・6・6民集67巻5号1208頁）

山田　文 422 4

Ⅱ　自己の相続分の全てを他の共同相続人に譲渡した
　　共同相続人の遺産確認の訴えにおける当事者適格
　　（最判平成26・2・14民集68巻2号113頁）

山木戸勇一郎 422 10

Ⅲ　権利能力のない社団による不動産登記手続請求
　　 （最判平成26・2・27民集68巻2号192頁）

畑　瑞穂 422 17

Ⅳ　株式会社解散判決に対して第三者が再審の訴えと
　　ともにする独立当事者参加申出と請求の提出
　　 （最決平成26・7・10判時2237号42頁）

我妻　学 422 25

Ⅴ　建物賃料増減額確認請求訴訟の確定判決の既判力
　　（最判平成26・9・25民集68巻7号661頁）

加藤新太郎 422 32

〔12月号（423号）〕

特集・少年法の現在 423 2

Ⅰ 少年審判の運営 河原俊也 423 4

Ⅱ 付添人の活動について 岩佐嘉彦 423 10

Ⅲ 新少年院法の施行と少年院における処遇の現状 岩浪　健 423 15

Ⅳ 少年事件と被害者 武内大徳 423 20

Ⅴ 少年の刑事裁判 角田正紀 423 25

Ⅵ 成人年齢の引き下げ 後藤弘子 423 30

〔1月号（424号）〕

特集・国際私法を鳥瞰する 424 6

Ⅰ　国際裁判管轄 竹下啓介 424 8

Ⅱ　法律関係の性質決定 横溝　大 424 14

Ⅲ　連結点の確定 高杉　直 424 20

Ⅳ　準拠法の特定 北澤安紀 424 26

Ⅴ　準拠法の適用 中西　康 424 33

Ⅵ　外国判決の承認・執行 長田真里 424 39

〔2月号（425号）〕

特集・租税法の世界 424 6

Ⅰ　租税法は私法?!
　　――私法からみた租税法の「表の世界」と「裏の世界」

谷口勢津夫 425 8

Ⅱ　人生と所得税 佐藤英明 425 14

Ⅲ　企業と課税
　　――租税を考慮せずにビジネスをやって大丈夫？

渡辺徹也 425 21

Ⅳ　相続と税制 澁谷雅弘 425 27

Ⅴ　租税条約の不在?!
　　 ――国際取引と租税法

増井良啓 425 34

〔3月号（426号）〕

特集・知的財産法の条文にない概念・制度 424 6

Ⅰ　応用美術 奥邨弘司 426 8

Ⅱ　発明者主義と創作者主義 横山久芳 426 14

Ⅲ　私的活動の自由 小島　立 426 20

Ⅳ　特許製品の自由流通 愛知靖之 426 25

Ⅴ　特許権の均等侵害と著作権の間接侵害 島並　良 426 30

Ⅵ　差止請求権の限界 蘆立順美 426 35

Ⅶ　著作権法による自由 上野達弘 426 40
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時の問題

国境を越えた役務の提供と消費課税 岡村忠生 417 38

続・諫早湾干拓事業をめぐる混迷と民事訴訟制度
　　――2つの最高裁平成27年1月22日決定とその後の展開

岩橋健定 417 44

自然災害と行政的対応 下村英嗣 419 40

「切れ目なき安保法制」法案の憲法上の問題点 宮﨑礼壹 420 40

企業の不祥事対応における弁護士の役割 竹内　朗・早川明伸 422 40

デザインの法的保護とその限界 ――五輪エンブレム問題を通して 水野　祐 422 47

同性婚問題にピリオド？ ――アメリカの同性婚禁止違憲判決をよむ 大林啓吾 423 38

電力システム改革 友岡史仁 424 46

国会概観

第189回国会主要成立法律 塩田智明 425 42

判例クローズアップ

筑後電動車いす補装具費訴訟（福岡地裁平成27年2月9日判決） 西上　治 418 42

セクハラ行為を理由とする懲戒と懲戒を理由とする降格
　　――L館事件（最高裁平成27年2月26日判決）

山下　昇 418 49

不法行為に基づく損害賠償額と労災保険給付との損益相殺的調整
　　（最高裁平成27年3月4日大法廷判決）

神吉知郁子 419 47

責任能力のない未成年者が他人に損害を加えた場合におけるその親権者の
　　民法714条1項に基づく責任（最高裁平成27年4月9日判決）

久保野恵美子 420 52

競馬の当たり馬券の払戻金が雑所得であり，外れ馬券の購入代金も
　　必要経費に該当するとされた事例（最高裁平成27年3月10日判決）

髙橋祐介 421 42

私的独占における排除効果の判断枠組みと人為性の内容
　　 ――JASRAC事件最高裁判決  （最高裁平成27年4月28日判決）

滝澤紗矢子 421 50

業務上疾病による休業者に関する労基法19条の解雇制限と打切補償
　　――学校法人専修大学事件 （最高裁平成27年6月8日判決）

中窪裕也 422 56

在外被爆者が日本国外で医療を受けた場合の一般疾病医療費支給の可否
　　 （最高裁平成27年9月8日判決）

岡田正則 424 53

新法解説

空家等対策の推進に関する特別措置法 北村喜宣 419 55

課徴金制度を導入する平成26年景品表示法改正 内田清人・笹野　司 420 60

特許法等の一部を改正する法律 大塚理彦 423 44

不正競争防止法の一部を改正する法律 山内貴博 423 50

改正労働者派遣法の意義と内容
　　――労働契約申込みみなし制度を含む

鎌田耕一 425 55

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
　　――女性の活躍推進に向けたポジティブ・アクションの義務づけ

相澤美智子 425 62

航空法の改正
　　――無人航空機（ドローン）に関する規制の整備

寺田麻佑 426 47

風営法の一部改正とダンス 須藤陽子 426 54
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法学再入門：秘密の扉

番外篇　 木庭　顕 419 65

連載

【基礎講座】

行政救済法を学ぶ　(1)～ 曽和俊文

行政救済法の体系と構造 415 56

国家賠償（1）国家賠償法1条の基本構造 416 48

国家賠償（2）立法・司法活動と国家賠償 417 64

国家賠償（3）（上）行政の不作為と国家賠償，公務員の個人責任 418 62

国家賠償（3）（下）行政の不作為と国家賠償，公務員の個人責任 419 80

国家賠償（4）国家賠償法２条の基本構造 420 74

国家賠償（5）水害と国家賠償，供用関連瑕疵，費用負担者の責任など 423 62

損失補償（1）損失補償法の基本構造 424 70

損失補償（2）損失補償の各論的問題，結果補償 425 80

行政訴訟の類型と特質 426 70

【論点講座】

再発見・担保物権法　(1)～(12・完）

物上代位とはなにか――「行使することができる」の解釈 水津太郎 415 68

担保設定者の権限と義務 白石　大 416 64

「物」からみた担保物権法 青木則幸 417 72

法定地上権 田髙寛貴 418 69

担保権と執行・倒産手続 白石　大 419 88

後順位担保権とはなにか 青木則幸 420 86

抵当権に基づく賃料の把握
　　――物上代位・担保不動産収益執行・担保債権執行

水津太郎 421 66

法定担保と約定担保の競合 田髙寛貴 422 69

時効による抵当権の消滅 青木則幸 423 75

譲渡担保と所有権留保 田髙寛貴 424 81

債権を客体とする担保の特殊性 白石　大 425 92

抵当権と利用権
　　――抵当法のあり方を考える 水津太郎 426 82

民事訴訟法案内　(18)～（29・完） 高橋宏志

判決によらない訴訟終了 415 77

判決（その1） 416 72

判決（その2） 417 80

判決（その3） 418 78

判決（その4・完） 419 98

多数当事者訴訟（その1） 420 94

多数当事者訴訟（その2） 421 76

多数当事者訴訟（その3） 422 78

多数当事者訴訟（その4・完） 423 84

上訴・再審（その1） 424 89

上訴・再審（その2） 425 100

上訴・再審（その3・完） 426 92
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刑法総論の悩みどころ　(13)～（22・完） 橋爪　隆

承継的共犯について 415 85

共同正犯と正当防衛・過剰防衛 416 79

これまでの連載をふりかえって 418 86

包括一罪の意義について 419 106

誤想過剰防衛をめぐる問題 420 106

不作為犯の成立要件について 421 85

不作為と共犯をめぐる問題 422 86

実行行為の意義について 424 98

「原因において自由な行為」について 425 108

連載の終わりに 426 98

【判例講座】

起案講義憲法　(20)～ 蟻川恒正

行為「禁止」事案の起案(2) 415 98

行為「禁止」事案の起案　補論 416 94

表現「不助成」事案の起案(1) 417 85

2015年司法試験公法系第1問 418 99

表現「不助成」事案の起案(2) 419 118

表現「不助成」事案の起案(3) 420 118

表現「不助成」事案の起案(4) 421 97

表現「不助成」事案の起案（5） 422 100

表現「不利益供与」事案の起案 423 89

表現「不利益供与」事案の起案（2） 424 113

表現「強制」事案の起案(1) 425 121

表現「強制」事案の起案(2) 426 110

【展開講座】

会社訴訟・紛争実務の基礎　(1)～（12・完）

総論――本連載の趣旨及び会社訴訟・紛争の特徴 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁 415 108

取締役の選任に関する紛争① 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・高嶋　希・田島弘基

416 102

取締役の選任に関する紛争② 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・高嶋　希・田島弘基

417 96

取締役の解任・退任に関する紛争① 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・後藤徹也・澤田将史

418 114

取締役の解任・退任に関する紛争② 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・高嶋　希・田島弘基

419 126

取締役の対会社責任に関する紛争① 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・後藤徹也・澤田将史

420 126

取締役の対会社責任に関する紛争② 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・後藤徹也・澤田将史

421 119

取締役の第三者責任に関する紛争 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・高嶋　希・田島弘基

422 105

新株発行に関する紛争① 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・後藤徹也・澤田将史

423 97

新株発行に関する紛争② 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・後藤徹也・澤田将史

424 122

MBOに関する紛争① 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・高嶋　希・田島弘基

425 130

MBOに関する紛争② 三笘　裕・荒井紀充・中野智仁
・高嶋　希・田島弘基

426 120

6 



経済法入門　(1）～ 泉水文雄

序章 はじめに 415 113

第1章　企業結合（1） 416 110

第1章　企業結合（2）一定の取引分野 417 103

第1章　企業結合（3）競争の実質的制限 418 121

第1章　企業結合（4）垂直・混合型，問題解消措置，手続 419 133

第2章　不当な取引制限（１）ハードコア・カルテル（１）価格カルテル等 420 134

第2章　不当な取引制限（３）価格カルテル等（２） 421 126

第2章　不当な取引制限（4）入札談合 422 112

第2章　不当な取引制限（5）非ハードコア・カルテル 423 105

第2章　不当な取引制限（6）エンフォースメント 424 130

第3章　事業者団体 425 137

第4章　私的独占 426 127

国際条約の世界(1)～

連載開始にあたって 森　肇志 421 106

国際連合憲章
　　――国際の平和および安全の実現

森　肇志 421 112

自由権規約
　　 ――人権の国際的保障

玉田　大 422 121

難民条約
　　――難民の国際的保護

竹内真理 423 113

IMF協定
　　――通貨から金融へ

藤澤　巌 424 138

WTO協定
　　――貿易の拡大を通じた世界経済の発展

北村朋史 425 146

知的財産権に関する諸条約
　　――権利保護の強化，価値対立の調整

伊藤一頼 426 136

企業内法務の実務　(5)～(13・完)

グローバル企業における企業法務部と企業内弁護士の役割 本間正浩 415 121

企業内法務と企業内弁護士 藤本和也 416 118

組織内弁護士への業務拡大
　　――「法律を武器として仕事をする人のパスポート」としての弁護士

木内秀行 417 111

テレビ業界における法務部門と企業内弁護士の役割 梅田康宏 418 129

企業内法務の実務 ――特に，紛争解決場面において 佐野晃生 419 142

企業法務の構成要素から見た外部弁護士と企業内弁護士の比較 小林明彦 420 143

企業内法務と独占禁止法 内田清人 421 134

企業内法務と外部弁護士 ――専門性と国際性 矢部耕三 422 128

企業内弁護士養成を視野に入れた法科大学院の教育 太田秀夫 423 120

演習

憲法 松本哲治

行政法 黒川哲志

民法 松井和彦

商法 山田泰弘

民事訴訟法 勅使川原和彦

刑法 深町晋也

刑事訴訟法 太田　茂

そのほかの記事

『ポケット六法』の活用法 ――ろけっとぽっぽーと仲間たち 422 149
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REPORT

〈早慶合同ゼミナール〉
ホシ・イッテツの怒り
　――私立高校野球部監督の解雇をめぐる親・監督と学校との紛争

小粥太郎／田髙寛貴／
鎌田　薫／白石　大

415 142

＊

RE-ENTRYが自然にできる社会の実現を目指して
　　――第65回“社会を明るくする運動”に寄せて

鈴木美香子 418 156

平成27年度第2回関東学生法律討論会 423 140

シンポジウム紹介：「ライブ争点整理」
　　――争点整理の活性化のために

藤田広美／榎本光宏／淺野高
宏／野谷聡子／横路俊一

425 168

平成27年度第65回全日本学生法律討論会 425 173

ヨーロッパにおける法制度の多様性を体験する：シビル・ロー，コモン・ロー，
EU法と国際法の実務を通じて法曹教育の国際化を目指す
　　――第8回同志社大学ロースクール外国法実地研修プログラムの成果報
告

Hans-PeterMarutschke 426 158

第14回インターカレッジ・ネゴシエーション・コンペティション 森下哲朗 426 166

Bookstore's Voice

中央大学生協書籍店 415 155

法政大学生協市ヶ谷書籍部 416 143

東京大学消費生活協同組合駒場書籍部 417 135

三省堂書店 明治大学駿河台売店 418 159

琉球大学生協 中央店 420 167

慶應義塾生協　日吉店 421 163

大阪大学生協 豊中店 422 159

創学サービス 423 151

熊本大学生協学生会館ショップ 424 167

神戸大学生協Bel Box店 426 175

Book Information

瀧川裕英=宇佐美　誠=大屋雄裕『法哲学』 415 54

大村敦志『新基本民法７ 家族編――女性と子どもの法』 415 66

山口　厚『刑法〔第3版〕』 415 97

山口　厚『新判例から見た刑法〔第3版〕』 415 97

法学教室編集室編『判例セレクト2009-2013［Ⅰ］』憲法・民法・刑法
　　／ 『判例セレクト2009-2013［Ⅱ］』行政法・商法・民事訴訟法・刑事訴訟法

415 150

田髙寛貴=原田昌和=秋山靖浩『リーガル・リサーチ＆リポート』 416 63

西村健一郎=水島郁子=稲森公嘉編
　　／倉田賀世=津田小百合=福島　豪著『よくわかる社会保障法』

416 91

小塚荘一郎=佐藤雅彦編著『宇宙ビジネスのための宇宙法入門』 416 123

勅使川原和彦『読解 民事訴訟法』 416 138

古江賴隆『事例演習刑事訴訟法〔第2版〕』 416 139

弥永真生『リーガルマインド会社法〔第14版〕』 417 37

伊藤靖史=大杉謙一=田中　亘=松井秀征『会社法〔第3版〕』 417 52

三木浩一=笠井正俊=垣内秀介=菱田雄郷『民事訴訟法〔第2版〕』 417 53

奥脇直也=岩沢雄司編集代表『国際条約集 2015年版』 417 62

宇賀克也『地方自治法概説〔第6版〕』 417 63

中東正文=白井正和=北川　徹=福島洋尚『会社法』 417 130

稲葉　馨=人見　剛=村上裕章=前田雅子『行政法〔第3版〕』 418 40

中里　実=弘中聡浩=渕　圭吾=伊藤剛志=吉村政穂編『租税法概説〔第2版〕』 418 41

荒木尚志=奥田香子=島田陽一=土田道夫=中窪裕也=
水町勇一郎=村中孝史=森戸英幸『ケースブック労働法〔第4版〕』

418 55

近藤光男=柴田和史=野田　博『ポイントレクチャー会社法〔第2版〕』 418 148
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田中　亘=中林真幸編『企業統治の法と経済』 418 149

泉水文雄=土佐和生=宮井雅明=林　秀弥『経済法〔第2版〕』 418 155

神戸大学専門職大学院（MBA）編
　　『人生を変えるMBA――「神戸方式」で学ぶ最先端の経営学』

419 38

本田由紀編『現代社会論――社会学で探る私たちの生き方』 419 39

中窪裕也=野田　進『労働法の世界〔第11版〕』 419 54

前田陽一=本山　敦=浦野由紀子『民法Ⅵ親族・相続〔第3版〕』 419 96

江頭憲治郎監修『会社法・関連法令条文集〔第2版〕』 419 97

野村修也=奥山健志編著
『平成26年改正会社法――改正の経緯とポイント(規則対応補訂版）』

419 124

岩原紳作=神田秀樹=野村修也編
『平成26年会社法改正――会社実務における影響と判例の読み方』

419 125

大久保直樹=伊永大輔=滝澤紗矢子編著『ケーススタディ経済法 』 419 141

宇賀克也『行政法概説Ⅱ 行政救済法〔第5版〕』 420 38

添田徹郎=駒﨑　弘『Q&A行政不服審査法』 420 39

長谷部恭男編『検証・安保法案――どこが憲法違反か』 420 51

三木義一編著『よくわかる税法入門〔第9版〕』／『よくわかる法人税法入門〔第2版〕』 420 59

曽和俊文=山田　洋=亘理　格『現代行政法入門〔第3版〕』 420 84

大橋洋一『行政法Ⅱ 現代行政救済論〔第2版〕』 420 85

塩見　淳『刑法の道しるべ』 420 105

浅倉むつ子=島田陽一=盛　誠吾『労働法〔第5版〕』 420 125

北村雅史=柴田和史=山田純子『現代会社法入門〔第4版〕』 421 40

北村喜宣『環境法』 421 41

川出敏裕『少年法』 421 84

加藤智章=菊池馨実=倉田　聡=前田雅子『社会保障法〔第6版〕』 421 118

手嶋　豊『医事法入門〔第4版〕』 421 139

日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編『実践PL法〔第2版〕』 422 85

笹田栄司=原田一明=山崎友也=遠藤美奈『トピックからはじめる統治制度』 422 99

茶園成樹編『不正競争防止法』 422 133

山下友信=山口　厚編集代表『ポケット六法 平成28年版』 422 154

大村敦志=横田光平=久保野恵美子『子ども法』 423 36

澤登俊雄『少年法入門〔第6版〕』 423 37

砂原庸介=稗田健志=多湖淳『政治学の第一歩』 423 61

中森喜彦『刑法各論〔第4版〕』 423 96

神﨑満治郎『商業登記法入門』 423 125

庄司克宏『はじめてのEU法』 424 45

髙木　光『行政法』 424 59

酒巻　匡『刑事訴訟法』 424 111

伊藤靖史=伊藤雄司=大杉謙一=
齊藤真紀=田中　亘=松井秀征『事例で考える会社法〔第2版〕』

424 129

岡　慎一=神山啓史『刑事弁護の基礎知識』 424 145

大村敦志『新基本民法6 不法行為編――法定債権の法』 425 41

大村敦志『民法読解 親族編』 425 91

安田拓人=島田聡一郎=和田俊憲『ひとりで学ぶ刑法』 425 1

松井茂記=鈴木秀美=山口いつ子編『インターネット法』 425 153

大村敦志=小粥太郎『民法学を語る』 426 46

飯田　高『法と社会科学をつなぐ』 426 80

大村敦志『新基本民法2 物権編――財産の帰属と変動の法』 426 81

田頭章一『講義 破産法・民事再生法――重要論点の解説と演習』 426 119

茶園成樹編『知的財産関係条約』 426 143

Reader's Voice
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別冊付録

判例セレクト2015［Ⅰ］ 425 別冊付録

判例セレクト2015［Ⅱ］ 426 別冊付録
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